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企業会計基準委員会御中 

移管指針公開草案「移管指針の適用（案）」等に対するコメント 

公認会計士 國見 琢 

移管指針公開草案「移管指針の適用（案）」等に対して、下記の通りコメントを提出いたしま

す。なお、当コメントは私見であり、所属する団体等の見解ではないことを予め申し添えます。 

記 

質問３に対するコメント 

日本公認会計士協会が公表した実務指針等の中には貴委員会が公表した企業会計基準適用指

針第 10 号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（以下、「結合分離適

用指針」という。）と整合していないものが見受けられる。この点、今回の移管に伴い「移管指

針」と「適用指針」のいずれもが貴委員会の管轄となる以上、両者の整合性が確保されていない

状態が放置されるのは問題であると考える。そのため、両者の整合性が確保されるように、移管

後ただちに「外貨建取引等の会計処理に関する実務指針」（以下、「外貨建実務指針」という。）

及び「金融商品会計に関する Q&A」（以下、「金融商品 Q&A」という。）の改正がなされることを

要望する。 

具体的には、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動があった際に、当該

子会社の支配獲得後に計上されたその他の包括利益を持分変動後の持分比率に基づいて親会社

株主と非支配株主に再配分するか否かの取扱いが、結合分離適用指針と外貨建実務指針及び金

融商品 Q&A とで整合していない。結合分離適用指針第 206 項(2)②では、親会社が子会社を吸

収合併する場合に、当該子会社の支配獲得後に計上されたその他の包括利益を全額親会社が引

き継ぐこと、すなわち合併後の持分比率（合併なので当然 100%）に基づき当該子会社の支配獲

得後に計上されたその他の包括利益を親会社株主と非支配株主に再配分することとされている。

実際、結合分離適用指針の設例 20 では、親会社が子会社を吸収合併する場合に、当該子会社の

支配獲得後に計上されたその他有価証券評価差額金について、100 の全額を引き継ぐように合併

前の持分比率 80%を乗じた 80 から合併後の持分比率 100%を乗じた 100 への再配分が実施され

ている。他方、外貨建実務指針の設例 12 では、株式の追加取得により持分比率が 60%から 80%

になったにもかかわらず、子会社の支配獲得後に計上された為替換算調整勘定（のれんに係るも

のを除く）4,480 について、追加取得後の持分比率 80%に基づいて親会社株主と非支配株主に再

配分されることなく、追加取得前の持分比率 60%に基づいた 1,792 が依然として非支配株主に

配分されたままとなっている。同様に、金融商品 Q&A74 では、株式の追加取得により持分比率
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が 60%から 80%になったにもかかわらず、子会社の支配獲得後に計上されたその他有価証券評

価差額金 600 について、追加取得後の持分比率 80%に基づいて親会社株主と非支配株主に再配

分されることなく、追加取得前の持分比率 60%に基づいた 240 が依然として非支配株主に配分

されたままとなっている。このように、結合分離適用指針と外貨建実務指針及び金融商品 Q&A

とでは、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動があった際に、当該子会社

の支配獲得後に計上されたその他の包括利益を持分変動後の持分比率に基づいて親会社株主と

非支配株主に再配分するか否かについての取扱いが整合していない。確かに、前者は合併による

持分比率の変動であり後者は株式取得による持分比率の変動であるため、両者の法的形式は異

なるが、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動という経済実態が同様で

あるならば、同様の会計処理がなされて然るべきである。 

加えて、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動があった場合には、IFRS

では当該子会社の支配獲得後に計上されたその他の包括利益を親会社の所有者と非支配株主に

再配分すべきものと考えられている。そのため、会計基準の国際的な調和化の観点からも、平成

25 年の企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」等の改正時において、本来であれば

IFRS と整合するように外貨建実務指針と金融商品 Q&A を改正すべきだったものと考えられる。

さらに、その他の包括利益の再配分を実施しないことで、外貨建実務指針の設例 13 における追

加取得後に一部売却した場合の為替換算調整勘定の分析が複雑怪奇なものとなっており、会計

処理の理解可能性が低下してしまっている点も問題である。 

以上より、仮にこのまま外貨建実務指針と金融商品 Q&A が改正されないのであれば、「移管

指針」と「適用指針」の整合性が確保されないという点のみならず、会計基準の国際的な調和化

や会計処理の理解可能性といった観点からも問題があるため、移管後ただちに外貨建実務指針

及び金融商品 Q&A の改正がなされることを要望する。 
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